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橿行審第  ８  号 

平成２８年 ７月 ６日 

橿原市長 殿 

 

橿原市行政不服審査会 

会 長 北 岡 秀 晃 

 

 

橿原市情報公開条例第１６条の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 

 

平成２７年８月６日付け行政文書公開等決定不服申立事案諮問書（橿八木第７４５０号

の２）による下記の諮問について、別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

「提案書類のうち、価格提案書別紙」の部分公開決定処分及び「提案書のうち、宿泊施

設の賃料に関する提案書」「提案書のうち、運営業務に関する提案書」「提案書のうち、事

業計画に関する提案書」の公開請求拒否決定処分に対する異議申立てについての諮問 
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別 紙 

件名：「提案書類のうち、価格提案書別紙」の部分公開決定処分及び「提案書のうち、宿泊

施設の賃料に関する提案書」「提案書のうち、運営業務に関する提案書」「提案書の

うち、事業計画に関する提案書」の公開請求拒否決定処分に関する件 

 

答 申 

第１ 審査会の結論 

 「提案書類のうち、価格提案書別紙」（以下「対象文書１」という。）につき、その一部

を非公開とした決定のうち、各応募事業者の中から選定された事業者（以下「選定事業者」

という。）の対象文書１は公開すべきであるが、その余の部分を非公開とした決定は妥当で

ある。 

 「提案書のうち、宿泊施設の賃料に関する提案書」「提案書のうち、運営業務に関する提

案書」「提案書のうち、事業計画に関する提案書」（以下これらを「対象文書２」という。）

につき公開請求拒否とした決定のうち、選定事業者の対象文書２については、別表に掲げ

る部分以外の部分は公開すべきであるが、その余の部分を非公開とした決定は妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、行政不服審査法の全部改正に伴う関係条例の整備に関す

る条例（平成２８年橿原市条例第７号）第１条による改正前の橿原市情報公開条例（平

成１０年橿原市条例第１５号。以下「条例」という。）第９条の規定に基づく公開請求

に対し、平成２７年５月２６日付け橿八木第４５８１号の２により、橿原市長（以下

「実施機関」という。）が行った部分公開決定処分（以下「対象文書１に係る原処分」

という。）及び平成２７年５月２６日付け橿八木第４５８１号の４により、実施機関が

行った公開請求拒否決定処分（以下「対象文書２に係る原処分」という。）を取り消し、

本件非公開部分の公開を求めるものである。 

２ 異議申立ての理由の要旨 

本件異議申立ての理由は、行政文書公開不服申立書の記載によれば、その要旨は、

次のとおりである。 

提案価格内訳書などは「し尿処理施設見積もり」の先例などからすると公開可能で

あると考える。 
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また、原処分に対する意見として、平成２７年８月２５日付け意見書の記載によれ

ば、その要旨は、次のとおりである。 

（１）部分公開された文書のうち、選定事業者提出の公募額の内訳に関する部分が黒塗

りとなっているが、別途、公開されていた八木駅南市有地活用事業契約書（以下「本

件事業契約書」という。）において公開されている。非公開とすべき情報とは何かを

考えずに機械的に他のグループについての資料で非公開とした部分と同様の措置を

選定事業者の資料についても行ったものと推察される。 

（２）情報を非公開として文書を丸ごと隠しているが、部分公開扱いにして文書の枠組

みくらいは示すべきである。 

（３）公募に関する文書を、著作権を理由にして行政文書を非公開扱いしているが、理

由にならない。 

   情報公開の取扱いには、「閲覧」が含まれるが、著作権は「閲覧」を制限するも

のではないからである。 

   また、市民が市に対して提出した要望書の類を公開しているが、著作権に配慮し

て、提出した市民の許可を得るという事務を行っているわけでもなく、民間事業者

が提出した行政文書のみ、これを行うというのも、著作権のなんたるかを理解して

いないためと思われる。民間事業に害を与えない範囲で行政文書はすべて公開すべ

きである。 

   また、平成２７年１１月２４日付け意見書（その２）の記載によれば、その要旨

は、次のとおりである。 

（４）広義の著作権と狭義の著作権（財産権的要素と人格権を分離した場合の、財産権

的要素） 

   平成２７年８月２５日付け意見書において、申立人は、著作権は「閲覧」を制限

するものではないことを述べた。提供ないし譲渡された著作物についての公表権は、

著作権法（昭和４５年法律第４８号。以下「法」という。）第１８条以下と、第４２

条の２によって、著作物を提供・譲渡された橿原市にあるからである。法第１８条

以下を引用した「反論」が提出されたので、以後はできるだけ著作権のうち、財産

権的要素と人格権を分離した上で主張を行いたい。 

（５）市長名義で提出されている「反論」は、人格権者が不明瞭であること 

   「反論」は、森下市長名義で提出されているが、橿原市の八木駅周辺整備課の主
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張と大林組グループなどの主張が混在しており、不明瞭である。本審査においては、

「第三者情報公開意見書」の内容を異議申立人に正確に示し、この両者の立場を完

全に分離し、定義づけた上で審査を行われたい。 

（６）法人の著作権人格権について否定した判決がある 

   審査対象となる文書について、「反論」は、そもそも誰が著作権者であるかすら

明らかにせずに、著作権的権利が存在することを主張しているが、無理がある。筆

者の想像では、おそらくは、著作権者は「大林組グループ（カンデオを含む）」とい

う厳密には法人とすら言えない組織であり、現在その権利が、ＳＰＣ（カンデオを

含まない）に引き継がれているかどうかも不明である。まずは、権利を主張する著

作権者を明らかにされたい。権利のうち、財産権的要素については、橿原市に著作

物が提供・譲渡されているため、橿原市が有するということで問題ないと考える。

（企業ノウハウにあたり、著作権法以外の法によって保護されている部分があれば、

そこだけは別である。）人格権公表権については、著作物が提供・譲渡された側が公

表権を持つことに自動的に同意していると推定するのが普通であるが、「反論」は、

行政機関の情報公開については、別段の意思表示の条項があることをたてにとって

「人格権者が不同意である」と主張しているようだ。しかし、人格権者が「誰であ

るか」、は明らかにしていない。人格権というものは、普通、著作者個人を指すもの

で、譲渡できないものとして扱われる。法人に人格権があるかどうかについては、

「ＳＭＡＰインタビュー事件」（東京地方裁判所平成１０年１０月２９日判決）など、

否定する判決があると聞く。 

 （７）法人著作権の成立には「公表」がある 

   言うまでもなく、著作者による公表権の確保は、公表されていないものについて

の権利である。大林組やＳＰＣのような法人が著作権を主張するときには、法人著

作権としての成立条件を満たす必要がありそうだが、それは一般的に、「公表する（予

定の）もの」についての権利である。「公表する（予定の）もの」についての権利で

あるということは、つまり、法人が主張できるのは財産権的要素についてであって、

必ずしも人格権ではないということと一致している。（企業ノウハウにあたり、著作

権法以外の法によって保護されている部分があれば、そこだけは別である。） 

 （８）「別段の意思表示（不同意）」確認の恣意性と過去の公開レベル 

   橿原市が行政文書として保有する「橿原市以外の手による著作物」の数は、一般
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市民からの要望書などを含め、大量にあり、情報公開制度にかかって公開されてき

たものも大量にある。しかし、橿原市の情報公開においては、企業の持つ第三者情

報についての別段の意思表示について、問い合わせを行ったことはあっても、著作

権人格権公表権に配慮して、文書の作成者等に公表・非公表の問い合わせを行うこ

とは基本的になかったと言ってよい。（相手方が行政機関である場合は、相手方自身

が公開できるのでその限りではないが。）行政情報は基本的に公益情報であり、原則

公開すべき情報でもあるため、公表権の再確認を省略してきた。これは、見ように

よっては、行政による著作権者に対する差別的取り扱いであり、日本国憲法第１４

条に抵触するとも言えそうだが、実務としては、財産権的要素の有無に鑑みて訴訟

に発展する可能性のあるものを念頭に、問い合わせを行ってきたということなので

あろう。過去の実例を挙げれば、し尿処理場建設入札に関する見積書の内訳等につ

いて、企業に問い合わせを行い、企業が著作権その他の財産的要素を主張して不同

意を表明したものの、実質的に企業ノウハウと言えるほどのものではなく、企業に

損害が生じるとも思われないと橿原市情報公開審査会がインカメラ審査によって判

断したため、橿原市によって公開され、企業からの提訴もなかったということがあ

る。市担当者は、企業ノウハウの有無について具体的に主張することができるわけ

でもなく、企業の一方的な全面的非公開の主張を機械的に情報公開請求者に受け渡

しているにすぎない。橿原市の情報公開室が、情報公開についての公益性の比較衡

量についてもう少し研究し、合議を経て過去の実例に沿った形で情報公開決定に至

るよう努めるべきであると思う。 

 （９）本件情報の公益性 

   平成２７年１０月２５日、本事業の是非を中心に、橿原市を二分する市長選挙が

行われた。現職市長は本事業により年間１０億円、２０年間で２００億円の観光消 

費額が生じるという公益性を主張、かたや対抗の市長候補らは、税金でホテルを作

らずとも民間のホテル計画を進めれば観光消費額は変わらず生み出せることや、観

光消費額は直接の市の歳入とはならないことを訴えて事業の白紙撤回を訴えた。最

終的には、僅差で勝利した現職市長が、マスコミのインタビューに対して再三「説

明不足であった」旨を述べて、今後は市民に対する情報公開のやり方を見直すこと

を約束する結果となった。本事業の重要性・公益性について、これ以上の証明はな

い。また、本事業の公益性を確認するための重要な証拠書類の数々がいまだ行政か
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ら提出されていないことについて、市長は大いに反省すべきである。 

 （１０）本件情報の人命に関わる部分について 

   本事業には、市役所の耐震整備が行われない中、来場市民の多い庁舎窓口部分だ

けでも優先的に建て替えて、人命を守りたいという強い願いが込められている。計

画図面の中で防災備蓄倉庫がどこに配置されるのかといった点（議会提出資料にお

いて配置変更について説明済み）、災害時の帰宅困難者に対応するためにも使うこと

のできる、コンベンション施設がどこに配置されるのかといった点、本事業が、日

常的な渋滞を引き起こすことで緊急避難道路指定されている八木駅～市役所～警察

署～大病院群に関する交通が麻痺しないかといった点について、市民が情報を取り、

比較し、金額と設計図が事業目的に見合うものであるかどうか、プロポーザルの審

査が適正に行われたかどうかも十分に吟味したい部分が多分に存在する。現在、市

が自主公開している情報は、あまりにも乏しく、建設平面図すらホームページには

掲載されていない。インカメラ審査において、市の保有する大量の情報に対して、

市民に公開された情報がいかに微々たるものであったかをご確認いただければ、市

長が自ら「説明不足であった」と繰り返さざるを得なかったことも納得できるもの

と思われる。 

第３ 実施機関の説明の要旨 

 １ 本件対象文書について 

   本件対象文書は、八木駅南市有地活用事業の公募型プロポーザルに関する応募文書

であり、参加資格の確認を受けた応募事業者３社から提出された対象文書１及び対象

文書２から成る。 

２ 対象文書１ 

 （１）対象文書１について 

対象文書１は、提案価格の内訳書で、建築物の対価であるサービス購入料Ａ、維持

管理費用の対価であるサービス購入料Ｂ、運営費用の対価であるサービス購入料Ｃ及

び事業を実施する特別目的会社の運営費用であるサービス購入料Ｄと消費税で構成さ

れている。対象文書１及び対象文書２を含む提出書類は、「八木駅南市有地活用事業募

集要項」（以下「募集要項」という。）に基づき、各応募事業者から提出された提出書

類であり、募集要項に定めた様式により橿原市に提出され、本件事業の所管である実

施機関が保有しているものである。募集要項には、その取扱いについて、「参加にあた
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り、応募者が市に提出した書類の著作権は、応募者に帰属する。」とし、また、「契約

に至らなかった応募事業者の提案書については、ＰＦＩ法（平成１１年法律第１１７

号）第１１条に基づく客観的公表（審査講評の公表）以外には使用しない。」と明記し

ている。したがって対象文書１及び対象文書２の著作権は、橿原市に譲渡されること

なく、著作者である各応募事業者に帰属する。しかしながら、ＰＦＩ法第１１条に基

づく客観的公表（審査講評の公表）においては、これを使用することができる旨を募

集要項に明記しており、客観的評価を行い、その結果を公表することを義務付けてい

る。このことから、実施機関は条例により地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１３８条の４第３項の規定による執行機関の附属機関として設置された「橿原市市有

地活用検討委員会」に八木駅南市有地活用事業審査講評の提出を受けたので、これを

公表している。応募事業者３社分の提案価格については、この審査講評の中の評価結

果に記載がある。 

 （２）条例第６条第１項第２号ア該当性について 

    実施機関から提出された請求拒否理由説明書の記載及び口頭説明、加えて平成２７

年１０月９日付け請求拒否理由説明書補充意見書の記載によれば、実施機関の説明は

次のとおりである。サービス購入料Ａは、建築物の対価を一時金として支払うＡ－１、

事業期間を通した２０年間で割賦で支払うＡ－２で構成されている。Ａ－２計の内訳

となる応募事業者の割賦手数料は、公表値である基準金利にスプレッド値を上乗せし

て積算されたものである。このスプレッドの値は各応募事業者が取引先の金融機関と

の取引実績や交渉といった営業努力により成立したものである。そのため、公開する

ことにより、当該法人の競争上の地位、財産権その他正当な利益を害するおそれがあ

るため、条例第６条第１項第２号アに該当すると考えられる。また、各サービス購入

料を公開することにより安易にこの情報についても特定できることから各サービス購

入料についても非公開としている。 

 （３）異議申立人の主張について 

   異議申立人は、選定事業者の対象文書１に記載の各サービス購入料の数値について、

既に公開されていた本件事業契約書において公開されていると主張している。 

本件事業契約書は、ＰＦＩ法第１２条の規定による市議会の議決を経て成立してい

る。本件事業契約書は、公開の場において審議されたものであるため、これを非公開

とする理由はない。選定事業者の対象文書１に記載の各サービス購入料の各数値は、
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本件事業契約書に記載されているので公開することになる。選定に至らなかった応募

事業者の各サービス購入料は、当該事業者の経営理念の下に提案価格を積算した内訳

で、営業上、経営経理上のノウハウ（秘密）にあたり、条例第６条第１項第２号アに

該当する。 

（４）結論 

   以上のことから、対象文書２に係る原処分による本件非公開決定部分については、

なお非公開を維持することが妥当である。ただし、選定事業者の対象文書１のうち

本件非公開部分となっているスプレッドの数値以外の数値については、本件事業契

約書により既に公開されている数値であるため、平成２７年１１月２０日付橿八木

第４５８１号の６により実施機関が行った部分公開決定処分により、公開した。 

 ３ 対象文書２ 

 （１）対象文書２について 

対象文書２は、募集要項に定めた提案書の一部であり、橿原市に提出され、本件

事業の所管である実施機関が保有しているものであり、前述２（１）のとおりその

著作権は、各応募事業者に帰属する。 

 （２）対象文書２の著作権の該当性 

   実施機関から提出された請求拒否理由説明書の記載及び口頭説明、加えて平成２

７年１０月９日付請求拒否理由説明書補充意見書の記載によれば、実施機関の説明

は次のとおりである。対象文書２は、各応募事業者が独自のノウハウを駆使して作

成し、運営理念や経営戦略に係る思想を創作的に表現したものということができ、

法第２条第１号に規定する「思想又は感情を創作的に表現したもの」に該当すると

考える。また、対象文書２は法第１０条第１項において著作物として例示される「言

語の著作物（同項第１号）」、「建築の著作物（同項第５号）」、「図形の著作物（同項

第６号）」及び「写真の著作物（同項第８号）」に該当するとともに、法第１２条第

１項の規定により保護されるべき「編集著作物（編集物でその素材の選択又は配列

によって創作性を有するもの）」にも該当すると解する。ここで法第２条第１号の

「文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」という要件については、「工業

製品」などを著作物から除くための要件であり、対象文書２は、工業製品等に該当

しないことは明らかなので特に問題はない。なお、「行政文書一部開示決定一部取

消等請求事件（甲府地方裁判所 平成２２年（行ウ）第４号）」の判決も同要件に
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ついては、「当該作品が例示されたいずれかの分野に属さなければならないという

意味ではなく、知的、文化的精神活動の所産全般を指すものと解される」と判示し

ている。また、同事件は、売店業務運営事業者の公募による選定に際し、決定業者

の企画提案書、企画提案内容書について、情報公開条例に基づいて開示を求めたも

のであるが、判決において「本件企画提案内容書は、Ｂが、自己の営業理念や経営

方針等を表現したものとして、文化的精神活動に包含されるというべきである。よ

って企画提案内容書は、「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、

学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」であるため、著作物に認められる。」と

判示するとともに、「選定されるため、自己の経営方針等を創意工夫して表現した

ものであり、表紙、目次から具体的内容の各項目に至るまでを一貫した理念で作成

したものであることから、企画提案内容書自体が一つの著作物であると言わざるを

得ない。この場合に、文書の個々の記載内容を吟味して著作物性の要件を判断する

ことは現実的に困難であり、不合理である。」とも判示しているのと同様に、対象

文書２についても全体として著作物と考えられる。以上の理由により、対象文書２

は著作物に該当すると考えられる。従って、法第１８条第１項に規定する公表権及

び法第２１条に規定する複製権は、すべて著作者である各応募事業者が享有する。 

 （３）条例第６条第１項第７号該当性について 

    法第１８条第３項において、著作者の公表権と情報公開制度との調整が図られて

おり、同項第３号の規定により著作者は、その著作物でまだ公表していないものを

地方公共団体に提供した場合（開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした

場合を除く。）は、条例の規定により当該地方公共団体の機関が当該著作物を公衆に

提供し、又は提示することについて同意したものとみなすとしている。対象文書２

については、著作者である各応募事業者は、「第三者情報公開意見申立書」をもって、

第三者への公開に同意しない旨を表明している。これは、法第１８条第３項第３号

の括弧書の別段の意思表示に当たり、公開に同意したものとはみなされず、公開し

た場合は各応募事業者の公表権を侵害することとなり、また、写しの交付の方法に

より公開した場合は法第２１条に規定する複製権をも侵害し、違法となる。以上の

ことから、条例第６条第１項第７号の「法令等の規定により、公開できないとされ

ている情報」に該当すると解されることから、公開請求拒否が妥当であると考える。

このことは前述の甲府地裁の判決においても同様の判断がされている。なお、情報
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公開制度との調整について法第１８条第４項においては、公表権の適用除外が規定

されているが、同項各号の規定において地方公共団体に適用が及ぶ規定は、第３号

から第５号までの規定となる。対象文書２に記載の情報については、第３号及び第

４号に規定する情報は含まれておらず、また、法定の公表権保護を上回る公益上の

理由もないことから第５号の適用除外も適用されないと考える。 

（４）条例第６条第１項第２号該当性について 

   対象文書２の記載においては、各応募事業者及びその構成企業の技術上、営業上、

経営経理上のノウハウ（秘密）が随所に表現されており、個々の記載内容を吟味し

て秘密性の要件を判断し、非公開情報が記載されている部分を容易に区分して除く

ことは現実的に困難であり、不合理であるから公開請求拒否が妥当であると考える。 

（３）結論 

   以上のことから対象文書２に係る原処分による本件非公開決定部分については、

なお非公開を維持することが妥当である。 

第４ 当審査会の判断の理由 

 １ 判断に当たっての基本的な考え方について 

     条例は、第１条において、市政に関する市民の知る権利を具体的に保障するもの

として、実施機関の保有する行政文書の公開を求める権利を明らかにするとともに、

広く情報を公開することにより、市民の市政への参加の促進と信頼の確保を図り、

市民福祉の増進に寄与し、もって地方自治の本旨に即した公正で民主的な市政の推

進に資することを目的として掲げている。また、条例第３条においては、当該公開

を求める権利が十分に尊重されるように条例を解釈し、運用することが実施機関の

責務とされている。これら条例の規定の趣旨に鑑み、当審査会は、原則公開の基本

原則の下、条例の規定の適用に関し、判断するものである。 

 ２ 本件対象文書について 

    本件対象文書は、本件事業の募集要項に基づいて応募事業者３社から提出された

対象文書１、並びに募集要項に定めた提案書の一部であり、応募事業者３社から提

出された対象文書２である。 

    実施機関は、本件対象文書について、本件非公開部分のうち、対象文書１に関す

る非公開部分について、既に公開されている数値以外に関しては対象文書１に係る

原処分を妥当としている。また、本件非公開部分のうち、対象文書２に関する非公
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開部分についても対象文書２に係る原処分を妥当としていることから、本件対象文

書を見分した結果を踏まえてその非公開の情報の該当性について検討する。 

 ３ 本件対象文書 

 （１）条例第６条第１項第７号該当性について 

    条例第６条第１項第７号は、法令等の規定により、公開できないとされている情

報を非公開とできる旨を規定している。 

    実施機関は、その理由説明において、対象文書２は、募集要項に定めた提案書の

一部であり、橿原市に提出され、本件事業の所管である実施機関が保有しているも

のであるため、その著作権は、各応募事業者に帰属しており、法第１８条第３項第

３号の括弧書の別段の意思表示が「第三者情報公開意見申立書」によりされている

ことから、公開に同意したものとはみなされず、公開した場合には各応募事業者の

公表権を侵害することとなり、また、写しの交付の方法により公開した場合は、法

第２１条に規定する複製権を侵害し、違法となるため、条例第６条第１項第７号に

該当すると主張している。 

法第２条第１号は、「思想または感情を創作的に表現したものであって、文芸、学

術、美術または音楽の範囲に属するもの」を著作物と規定しており、法第１２条第

１項は、編集著作物として、編集物でその素材の選択または配列によって創作性を

有するものと規定しているため、対象文書２は著作物に該当する。法第１８条第３

項第３号は、その著作物でまだ公表されていないものを地方公共団体または地方独

立行政法人に提供した場合（開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした場

合を除く。）は、条例の規定により当該地方公共団体の機関が当該著作物を公衆に提

供し、又は提示することについて同意したものとみなすと規定している。同号括弧

書に該当する意思表示は、各応募事業者より本件公開請求拒否決定前に「第三者情

報公開意見申立書」をもってなされている。よって、同条第１項に規定する公表権

は、法第１７条の規定により、著作者である各応募事業者がその権利を享有すると

解される。また、申立人は、東京地方裁判所の判決において法人の著作者人格権に

ついて否定する判決があると聞くと主張している。確かに判決において、法人につ

いての著作者人格権における損害というものは発生しないとはしているが、あくま

でも損害賠償については発生しないとするものであり、著作者人格権そのものを否

定するものではない。よって、法人の著作者人格権について否定されているとは言
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えない。 

しかしながら、本号における、「公開できないとされている情報」とは、法令等の

規定で明らかに公開することができない旨を定めている情報であり、その規定自体

により一義的に公にすることができないとされる場合に限られると解すべきである。

そうすると、法第１８条第３項第３号括弧書は、別段の意思表示があった場合には

同意がないものとされるとしており、公開・非公開の決定に際して、著作者の同意

を得るという行為が介在していることから、一義的に公にすることができない場合

には該当しない。 

    よって対象文書２は条例第６条第１項第７号には該当しない。 

 （２）条例第６条第１項第２号ア該当性について 

    条例第６条第１項第２号は、法人等に関する情報又は事業を営む個人の当該事業

に関する情報であって、公開することにより、当該法人等又は当該個人の競争上の

地位、財産権その他正当な利益を害するおそれがある情報を非公開とできる旨を規

定するものである。 

    実施機関は、理由説明において、選定事業者の対象文書１のうちスプレッドの数

値及び選定に至らなかった事業者の各サービス購入料の数値については、各応募事

業者が取引先の金融機関との取引実績や交渉といった営業努力により成立したもの

であり、公開することで競争上の地位、財産権その他正当な利益を害すると主張し

ている。確かに、対象文書１の非公開部分については、公開することで各応募事業

者がどういった費目に優先順位を置いているのかという経営手法が見えてくるため、

企業の競争上の地位、権利利益を害するおそれがあるので条例第６条第１項第２号

アに該当する。しかし、選定事業者の対象文書１のうちスプレッドの数値について

は、既に公開されている数値を用いて計算することで容易に割り出すことが可能で

あるため、既に公になっている情報であると言わざるを得ないので、公開すべきで

ある。 

対象文書２については前述３（１）のとおり、その公表権は、各応募事業者が享

有すべき権利であるので、各応募事業者のその意に反して対象文書２を実施機関が

公開することは、法が保障する著作者の権利を侵害することとなるため、対象文書

２は条例第６条第１項第２号アに該当する。加えて、選定に至らなかった応募事業

者の提案については、募集要項１８頁「３ 提出書類の取扱い (1) 著作権」の記
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述において、ＰＦＩ法第１１条に基づく客観的評価の公表以外には使用しない旨が

記載されている。よって、公表権を享有すべき選定に至らなかった応募事業者の対

象文書２を非公開とした実施機関の判断は妥当である。 

しかし、選定事業者の対象文書２については、募集要項の当該記述部分に「本事

業の内容を公表する場合、その他市が必要とする場合には、市は提案書の全部又は

一部を使用できる」とあり、これに基づき、実施機関は、議会、広報誌、ホームペ

ージその他の周知手段により、本件ＰＦＩ事業の内容の一部を既に市民等に公表し

ている。対象文書２については、他の応募事業者と同様、選定事業者も公表権を享

有しているが、この募集要項の記述により、本事業の内容を公表する場合のことが

想定されていることから、選定事業者が公表権を行使することについては一定の制

約を受けるため、公表権の侵害を理由として、その全てを条例第６条第１項第２号

アに該当すると判断することは妥当でない。 

本事業については、全国的にも初めての取組みであるということを鑑みるに、事

業の透明性の確保に努めることが必要であり、その公益性について十分考慮した上

で公開していくべきである。ただし、対象文書２には、当該選定事業者の経営、取

引、経理上の通例秘密とされる情報が含まれていることは認められた。そこで、当

審査会にて、当該法人の競争上の地位、財産権その他正当な利益を害するおそれが

ある情報について見分した結果、別表に記載されている箇所で、具体的な取引企業

名や協力企業名、取引契約に係る具体的な数字や金額、取引の内容、取引企業との

契約内容についての情報は、ＰＦＩ事業への取り組みを検討する上で重要な要素と

なり、事業成立の根幹にあたる固有のノウハウにあたると判断した。工事費内訳、

各業務に係る対価、地元企業への貢献や発注についての具体的な金額を含む情報に

ついては、各応募事業者がどういった費目に優先順位を置いているのかといったよ

うなコストの算定基準が容易に想定でき、経営手法にあたると判断した。また、要

求水準以上の内容、内部人事算定に関わる具体的な数字や内容、独自性の強い経営

戦略及び経営手法を含む情報については、具体的な経営設計に係る技術提案であり、

企業の持つ固有のノウハウにあたると判断した。 

これらの情報については条例第６条第１項第２号アに該当すると判断した。ただ

し、これらの情報に該当する内容の情報であるとしても、既に議会、広報誌、ホー

ムページ、その他の周知手段により公表されている情報については、公開すべきで
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ある。 

 （３）条例第６条第１項第１号該当性について 

    条例第６条第１項第１号は、個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関

する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、または他の情報と照合するこ

とにより識別され得る情報を非公開とできる旨を規定している。 

選定事業者の対象文書２の１１０ページの図表１中１列目４段目枠内、４列目１

段目枠内の文中１行目５文字目から８文字目まで、４列目２段目枠内の文中１行目

５文字目から３行目まで及び４列目３段目枠内の文中１行目５文字目から２行目ま

でには、個人名や、その個人の経歴等の情報が含まれており、これらの情報につい

ては特定の個人を識別され得るおそれがあるため、条例第６条第１項第１号に該当

する。 

４ 結論 

   以上の理由から、当審査会は、前記「第１ 審査会の結論」のとおり、判断した。 
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（別表） 

・条例第６条第１項第２号アに該当するため当審査会として公開すべきではないと判断し

た箇所 

ページ 該当箇所 

２ 図表１中の出資に係る金額以外の金額、凡例直下に記載された事業

者名及び担当業務の上に記載された事業者名（２社） 

５ ８行目７文字目から１１文字目まで 

５ １５行目２文字目から６文字目まで 

５ ２５行目７文字目から９文字目まで 

５ ３３行目２０文字目から３４行目２文字目まで 

５ ３４行目２５文字目から３５行目２５文字目まで 

５ ３７行目２１文字目から３８行目２文字目まで 

５ ３９行目２１文字目から２３文字目まで 

５ ３９行目３２文字目から３８文字目まで 

５ ４９行目３３文字目から３９文字目まで 

５ ４９行目４７文字目から５０文字目まで 

５ 図表１中３列目から５列目までの２行目から５行目まで 

６ ３７行目から４０行目７文字目まで 

６ ４０行目１６文字目から２１文字目まで 

６ 図表４中２列目及び３列目の２行目から４行目まで 

７ ページ上部、ページ下部、上から１番目の図表中１列目の２行目及

び上から１番目の図表中２列目から５列目の２行目から５行目を除

くすべて 

８ ページ上部及びページ下部を除くすべて 

９ ページ上部及びページ下部を除くすべて 

１０～

１１ 

ページ上部の１文字目から２７文字目、ページ上部の４４文字目か

ら５２文字目及びページ下部を除くすべて 

１２～

１３ 

ページ上部の１文字目から２７文字目、ページ上部の３９文字目か

ら４７文字目及びページ下部を除くすべて 
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１４ ページ上部の１文字目から２７文字目、ページ上部の４８文字目か

ら５６文字目及びページ下部を除くすべて 

１５～

１７ 

ページ上部の１文字目から２７文字目、ページ上部の５１文字目か

ら５９文字目及びページ下部を除くすべて 

１８～

２３ 

ページ上部の１文字目から２８文字目、ページ上部の５２文字目か

ら６０文字目及びページ下部を除くすべて 

２４～

３１ 

ページ上部の１文字目から２８文字目、ページ上部の５３文字目か

ら６１文字目及びページ下部を除くすべて 

３２ ページ上部の２行目１文字目から２８文字目、ページ上部の２行目

４５文字目から５３文字目及びページ下部を除くすべて 

３３～

３４ 

ページ上部の１文字目から２８文字目、ページ上部の４５文字目か

ら５３文字目及びページ下部を除くすべて 

３５ ページ上部の１文字目から２８文字目、ページ上部の４８文字目か

ら５６文字目及びページ下部を除くすべて 

３６ ページ上部の１文字目から２８文字目、ページ上部の５８文字目か

ら６６文字目及びページ下部を除くすべて 

３８ 図表中２列目及び３列目の３行目から１２行目まで 

４０ 図表中３列目から２５列目までの２行目から５４行目まで 

４１ 上から１番目の図表中２列目から４列目までの２行目から８行目ま

で 

４１ 上から２番目から５番目の図表中２列目から４列目までの２行目か

ら７行目まで 

４１ 上から６番目の図表中２列目から４列目のうちの２行目から９行目

まで 

４２ 図表中２列目から４列目までの２行目から６行目まで 

４３ 上から１番目の図表中１列目以外すべての列の１４行目から３０行

目まで 

４３ 上から２番目、３番目及び５番目の図表 

４５ ３行目１０文字目から３７文字目まで 
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４５ ５行目３３文字目から７行目５文字目まで 

４６ １７行目２４文字目から３２文字目まで 

４６ ２５行目 

４６ ４５行目２７文字目から３４文字目まで 

４６ ４６行目１文字目から９文字目まで 

４６ ４８行目１９文字目から２７文字目まで 

４６ 図表４中の最下部に記載された事業者名（２社） 

４７ ２行目１文字目から７文字目まで 

４７ ３行目７文字目から１５文字目まで 

４７ ４行目７文字目から１４文字目まで 

４７ ５行目７文字目から１４文字目まで 

４７ ６行目７文字目から１２文字目まで 

４７ ７行目７文字目 

４７ ８行目７文字目から１５文字目まで 

４７ ９行目７文字目から１４文字目まで 

４７ １０行目７文字目から１５文字目まで 

４７ １１行目７文字目から１０文字目まで 

４７ １２行目７文字目から１５文字目まで 

４８～

５５ 

ページ上部の１文字目から２１文字目、ページ上部の３５文字目か

ら４３文字目及びページ下部を除くすべて 

５６ ページ上部の１文字目から２２文字目、ページ上部の３６文字目か

ら４４文字目及びページ下部を除くすべて 

５７～

５８ 

ページ上部の１文字目から２２文字目、ページ上部の３７文字目か

ら４５文字目及びページ下部を除くすべて 

５９ ページ上部１行目、２行目２９文字目から３７文字目、５行目から

８行目及び印影 

６０～

６１ 

ページ上部２９文字目から３６文字目、５行目から７行目及び印影 

６２ ページ上部２９文字目から３４文字目、５行目から７行目及び印影 
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６３ ページ上部２９文字目、４行目から６行目及び印影 

６４ ページ上部２９文字目から３７文字目、７行目から９行目及び印影 

６５ ページ上部２９文字目から３６文字目、５行目から７行目及び印影 

６６ ページ上部２９文字目から３７文字目、３行目から６行目及び印影 

６７ ページ上部２９文字目から３２文字目、６行目から８行目及び印影 

６８ ページ上部２９文字目から３７文字目、３行目から５行目、１４行

目１０文字目から１５文字目及び印影 

７２ 図表１中２列目及び４列目の２行目及び５行目 

７２ 図表２中２列目及び３列目の２行目から５行目まで 

７２ 図表３中２列目及び３列目の２行目から６行目まで 

７３ 図表中２列目３行目、２列目８行目、２列目９行目、４列目から６

列目までの３行目から８行目まで及び５列目１４行目 

１１０ 図表１中５列目３行目の文中２行目から５行目まで 

１１１ 図表１（表題部分の「図表１」を除く） 

１１２ １９行目から２２行目まで 

１１２ ２４行目及び２５行目 

１１２ 図表２（表題部分の「図表２」を除く） 

１１２ 図表３（表題部分の「図表３」を除く） 

１１２ 図表３の下の図表 

１１２ 図表４（表題部分の「図表４」を除く） 

１１５ １３行目から１５行目まで 

１１６ ７行目から１４行目まで 

１１６ ２３行目から２４行目２０文字目まで 

１１６ 図表３中７行目から８行目中の図 

１１７ 図表４（表題部分の「図表４」を除く） 

１１７ 図表５（表題部分の「図表５」を除く） 

１１８ ２行目２４文字目から３７文字目まで 

１１８ 図表７（表題部分の「図表７」を除く） 

１１８ ３２行目２文字目から１１文字目まで 
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１１８ ページ最下部の図表２列目の文中１行目２文字目から５文字目まで 

１１９ 図表１中１列目４行目の文中１行目１文字目から５文字目まで 

１１９ 図表１中２列目４行目の文中４行目２文字目から１４文字目まで 

１２０ 図表１中の地元商店街の下に記載されている企業名 

１２０ 図表１中の観光ボランティアの右側に記載されている企業名 

１２０ 図表２中１列目４行目の文中１文字目から５文字目まで 

１２０ 図表２中１列目９行目 

１２０ 図表２中２列目４行目の文中２行目４文字目から８文字目まで 

１２２ １０行目２３文字目から１２行目まで 

１２２ ３３行目３２文字目から４０文字目まで 

１２２ 図表８（表題部分の「図表８」を除く） 

１２５ １５行目から２８行目まで 

１２５ 図表１（表題部分の「図表１」を除く） 

１２６ 図表中３行目から４１行目まで、４５行目から７５行目まで及び７

７行目から１２０行目まで 

１２７ 図表中３行目から５８行目まで 

１２８ 図表 

※文字数は、１行に記録された文字を、左詰めにして数えるものとする。句読点は、それぞれ１文

字とし、かっこ等については、くくり始め及びくくり終わりの記号をそれぞれ１文字と数えるもの 

とする。 

 

第５ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、次のとおり、調査審議を行った。 

① 平成２７年８月６日 行政文書公開等決定不服申立事案諮問書を受理 

② 同月２０日 
実施機関から請求拒否理由説明書及び公開請求に

係る行政文書を収受 

③ 同月２５日 異議申立人から意見書を収受 

④ 同月３１日 実施機関からの説明の聴取と審議 

⑤ 同年１０月９日 実施機関から意見書を収受 
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⑥ 同月２１日 実施機関からの追加説明の聴取と審議 

⑦ 同年１１月２４日 異議申立人から意見書（追加）を収受 

⑧ 同月２５日 審議 

⑨ 平成２８年１月２０日 審議 

⑩ 同年３月２日 審議 

⑪ 同年５月２５日 審議 

⑫ 同年７月６日 答申 

 

   平成２８年 ７月 ６日 

                              橿原市行政不服審査会 

                              会 長  北岡 秀晃 

                              委 員  小林 直樹 

                              委 員  奥野 恒久 

                              委 員  島 壮二郎 

                              委 員  山田 磯子 


